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要旨：近年，社会基盤の整備に対する投資余力は減少傾向にあり，コンクリート構造物の長寿命化の必要性

が高まっている。とりわけ寒冷環境下では，現場で多く目にする凍結融解に起因する各種劣化形態（スケー

リングやひび割れ等）が複合的に作用した場合のコンクリート構造物の耐久性能を適切に評価できる設計法

が求められている。本研究では適切な設計法の確立に向け，その一環として，差分法による凍結融解に起因

する塩化物イオンの浸透性の変化の評価を試みた。凍結期間における拡散係数の設定方法など課題は残るも

のの，本研究の範囲では差分法は耐久性能の変化の評価に有用である知見を得ることができた。 
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1. はじめに 

 社会資本ストックの維持管理費および更新費の増加に

伴い，新たな社会基盤の整備に対する投資余力は減少傾

向にある 1)。このため，厳しい予算的制約の下でコンク

リート構造物の長寿命化を効率的に図り，ライフサイク

ルコストの縮減に努めることが社会的に求められている。 

この背景をふまえ，近年のコンクリート構造物の設計

では，目標耐用年数が 100 年と長く設定される傾向にあ

る 2)，3)。しかし，人間の平均寿命 4)に鑑みても，設計技

術者は自らが設計したコンクリート構造物の 100 年後の

様子を見届けることはできない。そのため，設計技術者

は，劣化予測を適切に行うことで自らの設計の合理性を

発注者に説明する必要がある。よって，劣化予測技術の

精度向上は不可欠と言える。 

例えば，コンクリート構造物の要求性能の一つである

鉄筋腐食の防止に関しては，拡散係数を一定とした Fick

の拡散方程式の解による塩化物イオン浸透量の照査が一

般に行われる 5)，6)。しかし，寒冷環境下では塩化物イオ

ンの供給と凍結融解によるスケーリングやひび割れ等が

同時に発生・進行しやすく，このような現場条件下での

性能変化を経時的に予測・評価できる合理的で適切な設

計法の確立が求められるが，未だ整備されていない。 

そこで，本研究では，寒冷環境下で多く目にする凍結

融解に起因する各種劣化形態（スケーリングやひび割れ

等）が複合的に作用した場合のコンクリート構造物の耐

久性能を適切に評価できる設計法の確立に向け，その一

環として，差分法による凍結融解に起因する塩化物イオ

ンの浸透性の変化の評価を試みた。 

 

2. 塩化物イオン量の把握の考え方 

 図－1 に凍結融解試験中の供試体のイメージを示す。 
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図－1 凍結融解試験中の供試体のイメージ 

（試験水の供給面は一面に限定） 

 

この時，供試体は試験水の供給と凍結融解による様々な

影響を同時に受ける。ここで，供試体に浸透した塩化物

イオンの総量のうち，凍結融解の影響を含まない塩化物

イオン量を CN，CN に凍結融解の影響のうち，スケーリ

ングの影響を加味した塩化物イオン量を CS，CN に凍結

融解に起因する全ての影響（スケーリングやひび割れ等）

を加味した塩化物イオン量を CFで定義し，研究に先立っ

て CN，CS，CFの把握の考え方について整理する。 

図－1 では，供試体で凍結融解に起因する各種劣化形

態が発生していることから，CFは凍結融解試験終了後の

供試体の塩化物イオン量の実測値から把握することがで

きる。しかし，凍結融解作用を与えてスケーリングだけ

発生させることは不可能であるため，凍結融解試験から

CSを把握することはできない。また，CN の把握に際し， 

 
*1 独立行政法人土木研究所 寒地土木研究所 耐寒材料チーム 研究員 博士（工学） （正会員） 

*2 独立行政法人土木研究所 寒地土木研究所 耐寒材料チーム 上席研究員 博士（工学） （正会員） 

*3 独立行政法人土木研究所 寒地土木研究所 耐寒材料チーム 研究員 （非会員） 

コンクリート工学年次論文集，Vol.34，No.1，2012

-904-



凍結融解の影響を排除するため，試験水が氷板に変化し

て試験水の供給が停止する凍結期間中だけ試験水を除去

し，供試体を常温の環境下に保管する対応をとったとし

ても，細孔溶液の凍結によるコンクリート内部の塩化物

イオンの移動制限が再現されないため，CN を把握するこ

とはできない。 

一般に，塩害に対する耐久性の評価は，塩化物イオン

の供給量および塩化物イオンの拡散係数が常に一定で，

塩化物イオンの浸透挙動が Fick の拡散方程式に従うと

仮定し，拡散方程式の解である式(1)により行われる 5)，6)。 
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ここに，C(x,t)は時間 t(年)における深さ x(cm)の塩化物

イオン量(kg/m3)，D は塩化物イオンの拡散係数(cm2/年)，

C0 はコンクリート表面の塩化物イオン量(kg/m3)，erf は

誤差関数である。 

しかし，融解期間は試験水が液体のためコンクリート

に試験水が供給されるものの，凍結期間は試験水が氷板

に変化し，試験水がコンクリートに供給されないため，

塩化物イオンの供給は常時一定とはならない。さらに，

凍結融解によって組織が損傷すると塩化物イオンの浸透

性も変化する。このため，式(1)の適用は難しい。 

このように，塩化物イオンの供給形態や拡散係数が途

中で変化するなど，計算条件の設定が複雑になる場合は，

式(2)に示す差分方程式の適用が有効とされている 7)，8)。 
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ここに，Cm,nは時間 tn(年)における深さ xm(cm)の塩化物

イオン量(kg/m3)，rは係数，∆tは時間 tのきざみ幅（t＝n∆t），

∆x は深さ x のきざみ幅（x＝m∆x）である。 

差分法は，遮塩を目的に既設の構造物へ被覆材を施工

する場合や，断面補修によって任意の範囲の拡散係数が

変化する場合の予測に適する。もちろん塩化物イオンの

供給形態と拡散係数が常時一定の場合にも適用できる。

この差分法の理論を応用し，凍結期間に生成される氷板

を仮に被覆材に見立てると，CN は，図－2 に示すように

融解期間は試験水が供給され，試験水が氷板に変化する

凍結期間は試験水が供給されない条件のもとで式(2)に

よる計算を行うことで設計的に把握することができる。 

一方，CS は，前述の CN にスケーリングによる表層の

欠損を考慮した補正を行うことで把握できる。筆者らは 
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※C0,nは別途行う塩水浸漬試験の結果から求める

図－2 試験水の融解，凍結期間における表面部の境界

条件の設定（文献 8)の考え方を参考に設定） 
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図－3 CSの算出の考え方 

 
既報 9)において，スケーリングの進行性は式(3)で表現で

きることを報告している。 
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ここに，SC はスケーリング量(g/cm2)，cyc は凍結融解

サイクル，p，q は諸条件により定まる係数，A は cyc を

無次元化させるための係数である。 

ここで計算を極力，簡便に行うため，スケーリングに

よる欠損が面的均等に生じていると単純化させて考える

と，平均欠損深さは式(4)のようになる。 
 

ρ
SCh＝                  (4) 

 
ここに，h は平均欠損深さ(cm)，ρはコンクリートの密

度(g/cm3)である。 

平均欠損深さの経時変化は，式(3)を式(4)に代入するこ

とで定量的に把握することができる。欠損によって表面

の位置が時間 tn までに深さ方向へ h だけ移動した場合，

深さ ∆x の塩化物イオン量は図－3 のように補正され，こ

れが深さ ∆x の CSとなる。以降，深さ 2∆x，3∆x…の CS

は，それぞれ差分法により求めることができる。 

本研究では，上記の考え方に基づいて，塩化物イオン

の浸透性に及ぼす凍結融解の影響の把握を試みることと

した。 
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表－1 コンクリートの配合 

単位量(kg/m3) 記

号 
使用 

セメント W C S G 
A 

(C×%)

B 高炉 B 種 140 280 859 1085 2.5 
N 普通ポルト 140 280 862 1089 2.5 
【略称】 W：水，C：セメント， 

S：細骨材，G：粗骨材，A：AE 減水剤 
 

220mm

100mm

熱電対

20mm

220mm

25mm

囲い

試験水(3%NaClaq)

コンクリート

試験面
（打設面）

 
図－4 供試体 

 

なお，細孔溶液の凍結によって塩分の移動が制限され

ることは既往の研究 10)で明らかにされており，凍結期間

のDは融解期間よりも小さくなるとは考えられるものの，

一般に細孔溶液の融点は細孔径に比例して低下する 11)

ため，凍結期間の D は完全にはゼロにならない。しかし

ながら凍結の進行によって経時的に低下するDの低下率

を定量的に特定することは非常に難しい。そのため，CN，

CSに関しては，D を常時一定とした場合と凍結期間のみ

D をゼロとした場合，それぞれの条件ごとに値を求め，

塩化物イオン量の真値は両者の値の間に存在する，とい

う形で結果を整理することとする。 

 

3. 実験概要 

3.1 コンクリート配合・使用材料 

表－1 にコンクリートの配合を示す。セメントは高炉

セメント B 種（以下，高炉 B 種と記す）と普通ポルトラ

ンドセメント（以下，普通ポルトと記す）の 2 種類を使

用した。水セメント比は 50%，目標空気量は 4.5%に設定

した。細骨材は苫小牧市錦岡産の海砂（表乾密度

2.70g/cm3，絶乾密度 2.67 g/cm3，吸水率 0.89%，粗粒率

3.32），粗骨材は小樽市見晴産の砕石（表乾密度 2.67g/cm3，

絶乾密度 2.65 g/cm3，吸水率 1.07%，粗粒率 7.13）を使用

した。粗骨材の最大寸法は 25mm とした。AE 減水剤は，

リグニンスルホン酸化合物およびポリオール複合体を主

成分とするものを使用した。高炉 B 種を用いたものには

B，普通ポルトを用いたものには N の配合記号を付した。 

3.2 供試体・養生 

図－4 に供試体を示す。供試体の寸法は 220×220×100 

記号    
1 湿潤 気中   

2 湿潤 気中   

0 7 28  

 

 91
 材齢(日)  

【略称】 湿潤：湿潤養生，気中：恒温恒湿室(20℃，60%)に静置

図－5 試験開始までの供試体の保管方法 
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図－6 熱電対で測定した試験水の温度変化 
 
mm とした。図－5 は試験開始までの供試体の保管方法

を示している。試験開始材齢は 91 日とし，湿潤養生の期

間は，標準として 7 日 12)と，強度増進が比較的安定する

までの 28 日 13)の 2 水準に設定した。前者に 1，後者に 2

の養生記号を付した。試験面は凍害を促進させる理由か

ら比較的脆弱な打設面とし，試験水を張るため，発泡ス

チロールにシリコーンを塗って作製した囲い（幅 25mm，

高さ 20mm）を材齢 21 日に打設面に設置した。 

3.3 凍結融解試験・測定 

凍結融解試験は ASTM C672 に準じ，3%濃度の塩化ナ

トリウム水溶液を深さ 6mm 張って-18℃で 16 時間，23℃

で 8 時間の 1 日 1 サイクルの凍結融解作用を与えた。こ

の間，5，10，15，…（15 サイクルおき）…，最長 300

サイクル目に平均欠損深さの経時変化を把握するための

スケーリング量の測定を行った。CFを把握するための塩

化物イオン量の測定は 120 サイクル目に行った。塩化物

イオン量は JIS A 1154 の硝酸銀適定法に準じ，深さ 0～

1cm，1～2cm，2～3cm，3～4cm，4～5cm（以下，0.5cm，

1.5cm，2.5cm，3.5cm，4.5cm と記す）の値を調べた。 

図－6 に試験面に設置した被覆熱電対（J タイプ）で測

定した試験水の温度変化を示す。塩化ナトリウム水溶液

（濃度 3%）の融点を式(5)14)より求めると，-1.97℃とな

る。 
 

nkT mm =∆                 (5) 
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表－2  塩水浸漬試験 120 日後の塩化物イオンの 

濃度分布から求めた拡散係数 

 B-1 B-2 N-1 N-2 
D(cm2/年) 0.536 0.442 2.901 1.608 
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0
1086420
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塩
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物
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m
3 ) 計算値は差分法による値

計算値はFick式による値

浸漬30，60，120日

　

　

深さ0.5，1.5，2.5，3.5，4.5cm
の各データをまとめてプロット

 
図－7 塩水浸漬試験で調べた塩化物イオン量の 

     実測値と計算値（差分法，Fick 式）の比較 
 

ここに，∆Tmは濃度変化による氷点降下(K)，kmはモル

凝固点降下（1.86K・kg/mol14)），n は質量モル濃度(1.06 

mol/kg)である。 

試験水は，凍結行程に切り替わってから約 2 時間経過

後に融点に達した。宮本ら 15)は，凍結温度が本実験に比

較的近い-20℃の場合，3%濃度の塩化ナトリウム水溶液

は冷却開始から 2 時間経過後に硬いシャーベット状態に

変化し，その 1 時間後には完全凍結に至る実験結果を報

告している。この傾向は図－6 とも概ね対応している。

そこで本研究では式(2)の ∆t を 0.0009 年（8 時間）に設

定し，1 日のうち，融点以上となる ∆t の期間は試験水が

供給され，融点を下回る 2∆t（16 時間）の期間は供給さ

れない条件で式(2)による計算を 0.1151 年（120 サイクル

目）まで繰り返し行うことで CSを求めることとした。 

3.4 塩水浸漬試験 

式(2)の D を把握するための塩水浸漬試験を行った。図

－4 と同じ供試体を作製し，図－5 と同じ環境に静置し

た後，3%濃度の塩化ナトリウム水溶液を試験面に張って

温度 20℃，湿度 60%の恒温恒湿室に静置し，30，60，120

日後に JIS A 1154 の硝酸銀適定法に準じたコンクリート

の塩化物イオン量の測定を行った。測定は深さ 0.5cm，

1.5cm，2.5cm，3.5cm，4.5cm で行った。 

 

4. 実験結果・考察 

4.1 コンクリートの拡散係数の把握 

表－2 に塩水浸漬試験 120 日後の塩化物イオン濃度分

布から求めた拡散係数を示す。拡散係数は簡易法 16)に準

じて求めた。表示している供試体の記号は，配合記号と

養生記号の組み合わせで構成されている（以下，同じ）。 

プロットは実測値 

実線は式(3)による計算値（各係数は下表） 
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図－8 スケーリングの進行性の解析結果 
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図－9 平均欠損深さの経時変化 

 
セメント別では高炉 B 種，養生期間別では日数が長い方

が拡散係数は小さい一般的な傾向を示した。 

図－7 は 30，60，120 日後の各深さの塩化物イオン量

の実測値と，表－2 の拡散係数から求めた計算値を比較

したものである。計算は差分法と Fick 式，両者の方法に

より行った。計算値と実測値は概ね対応していた。 

4.2 平均欠損深さの経時変化の把握 

図－8 にスケーリング量の実測値から調べたスケーリ

ングの進行性の解析結果，図－9 に図－8 で得た式を式

(4)に代入して求めた平均欠損深さの経時変化を示す。式

(3)のサイクルを無次元化させる係数 A は，凍結融解試験

期間の概ね中間をとって 150 とした。式(4)の ρは，表－

1 のコンクリートの配合から求めた。塩化物イオン量の

測定を行う 120 サイクル目の平均欠損深さは高炉 B 種が 
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凍結期間のみ，拡散係数をゼロとしている凍結期間，融解期間を問わず，拡散係数は常時，一定としている
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図－10 塩化物イオンの浸透性に及ぼす凍結融解の影響（120 サイクル目） 
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CFの拡散係数の真値が存在すると考えられる域 CNの拡散係数（表－2）

 

図－11 120 サイクル目における CNと CFの拡散係数 

 

1.1～1.2mm，普通ポルトは 0.3～0.4mm で高炉 B 種の方

が比較的大きい傾向を示した。 

4.3 CN・CS・CFの把握 

2 で述べた理論と 4.1，4.2 の実験結果から求めた 120

サイクル目の CN と CS，および凍結融解 120 サイクル目

の供試体の塩化物イオン量の実測値から求めた CF を図

－10 に示す。なお，2 でも前述したように，CNと CSは

Dを常時一定とした場合と凍結期間のみDをゼロとした

場合の結果をそれぞれ示している。 

深さ 0.5cm の塩化物イオン量に着目し，CS と CN の比

率（CS/CN［Ⅰ］）を調べたところ，高炉 B 種を用いたも

のは 1.3～2.1 倍，普通ポルトは 1.0～1.1 倍となり，平均

欠損深さが 1mm を上回ると CSは CN の最大約 2 倍の値

を示す場合があることがわかった。一方，CF と CN の比

率（CF/CN［Ⅱ］）は，高炉 B 種を用いたものは 1.5～3.5

倍，普通ポルトは 1.8～3.1 倍となった。普通ポルトは，

CS/CN は 1 程度で塩化物イオンの浸透性に及ぼすスケー

リングの影響はさほどみられなかったものの，CF/CN は

最大 3 程度と高い値を示し，ひび割れ等といったスケー

リング以外の影響を大きく受けていることが示唆された。 

 

4.4 拡散係数に及ぼす凍結融解の影響 

図－10 から CFの 120 サイクル目における拡散係数を

求め，CN の拡散係数との比較を試みた。CF の拡散係数

は，組織が凍結融解による損傷を受けていることに鑑み，

各層（深さ 0.5～1.5cm，1.5～2.5cm，2.5～3.5cm）ごとに

分けて調べた。 

2で示した式(2)をDについて解くと次式のようになる。 
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本研究では，凍結融解 120 サイクル目の塩化物イオン

量の実測値を式(6)の Cm,n+1に代入して各層の D を求めた。

なお，D を求めるには，その ∆t（8 時間）前の塩化物イ

オン量（Cm+1,n，Cm,n，Cm-1,n）が必要となる。ここでは深

さ 0.5cm，1.5cm，2.5cm，3.5cm，4.5cm の CF/CN は ∆t（8

時間）前も概ね同程度と仮定し，差分法から求めた 120

サイクル目の 8 時間前の CNに比率（CF/CN）を乗じた値

を式(6)の Cm+1,n，Cm,n，Cm-1,nとした。 

図－11 に結果を示す。ここでは，CN は D を常時一定
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および凍結期間のみ D をゼロとした 2 ケースで求めてい

る関係上，CFの拡散係数の真値の特定が困難な理由から，

それぞれのケースごとに計算を行い，拡散係数の真値は

両者の値の間（図中の塗りつぶした範囲）に存在する，

という形で結果を整理した。なお，B-1，B-2 の 2.5～3.5cm

は塩化物イオンの浸透量が極めて小さく，塩化物イオン

量の有意差を認めることは困難と判断し，D の算出は行

わなかった。 

凍結融解 120 サイクル目の CFの深さ 0.5～1.5cm 層の

拡散係数は，凍結期間における塩化物イオンの移動制限

の状態によるが，高炉 B 種を用いたものは表－2 で示し

た値よりも 4.1～26 倍，普通ポルトは 1.4～19 倍高い値が

示された。その直下の 1.5～2.5cm 層でも高炉 B 種を用い

たものは表－2 の値の 3.2～5.3 倍，普通ポルトは 1.4～3.4

倍の値を示し，比率は0.5～1.5cm層に比べると小さいが，

拡散係数に及ぼす凍結融解の影響は大きいことが明確に

示された。養生日数に着目すると，B-1，N-1 よりも養生

日数が長い B-2，N-2 の方が拡散係数は相対的に小さい

傾向が概ね示された。 

一方，普通ポルトの 2.5～3.5cm 層については，表－2

の値に概ね近い値が示されているものの，図－10 で示し

たように 2.5～3.5cm 層の CFは CNよりも大きい値を示し

ており，凍結融解による表層の損傷の影響が内部まで及

んでいることが示唆された。 

寒冷環境下では，Fick の拡散方程式が適用できない，

塩化物イオンの浸透に及ぼす凍結融解に起因する各種劣

化（スケーリングやひび割れ等）の影響を時間軸で評価

できる方法が求められる。本研究では代表して 120 サイ

クル目の値を用いて結果を整理したが，凍結期間の拡散

係数の設定方法など課題は残るものの，差分法はこれら

の評価に資する有用な手法になり得る知見が得られた。 

 

5. まとめ 

本研究では，寒冷環境下で多く目にする凍結融解に起

因する各種劣化形態（スケーリングやひび割れ等）が複

合的に作用した場合のコンクリート構造物の耐久性能を

適切に評価できる設計法の確立に向け，その一環として，

差分法による塩化物イオンの浸透性の変化の評価を試み

た。本研究の範囲で得られた知見をまとめると以下のよ

うになる。 

(1) 塩化物イオン浸透性に及ぼすスケーリングの影響は，

スケーリングによる平均欠損深さが 1mmを上回ると

顕著に表れる。 

(2) 普通ポルトの場合，塩化物イオンの浸透性はひび割

れ等，スケーリング以外の影響を大きく受ける。 

(3) 凍結融解に起因する各種の劣化が生じると，拡散係

数は深さ 0.5～1.5cm で凍害を考慮しない場合の最大

数十倍，1.5～2.5cm で最大数倍増加する場合がある。 

(4) 差分法は，凍結融解に起因する塩化物イオンの浸透

性の変化の評価に有用である。 
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